
【通知】照会に対する回答 

                               法務省⺠⼆第１５４号 

                               平成２８年３⽉２⽇ 

法務局⺠事⾏政部⻑ 殿（⼤阪を除く） 

地⽅法務局⻑    殿 

                           法務省⺠事局⺠事第⼆課⻑ 

 

遺産分割の協議後に他の相続⼈が死亡して当該協議の証明者が⼀⼈となった場合の 

相続による所有権の移転の登記の可否について（通知） 

 

 標記について、別紙甲号のとおり⼤阪法務局⺠事⾏政部⻑から当職宛てに照会があり、別紙

⼄号のとおり回答しましたので、この旨貴管下登記官に周知⽅お取り計らい願います。 

 
 
 

【照会】別紙甲 

                               不登第２１号 

                               平成２８年２⽉８⽇ 

法務省⺠事局⺠事第⼆課⻑ 殿 

                           ⼤阪法務局⺠事⾏政部⻑ 

 

遺産分割の協議後に他の相続⼈が死亡して当該協議の証明者が⼀⼈となった場合の 

相続による所有権の移転の登記の可否について（照会） 

 

 所有権の登記名義⼈Ａが死亡し、Ａの法定相続⼈がＢ及びＣのみである場合において、Ａの

遺産の分割の協議がされないままＢが死亡し、Ｂの法定相続⼈がＣのみであるときは、ＣはＡ

の遺産の分割（⺠法（明治２９年法律第８９号）第９０７条第１項）をする余地はないことか

ら、ＣがＡ及びＢの死後にＡの遺産である不動産の共有持分を直接全て相続し、取得したこと

を内容とするＣが作成した書⾯は、登記原因証明情報としての適格性を⽋くものとされていま

す。（東京⾼等裁判所平成２６年９⽉３０⽇判決（平成２６年（⾏コ）第１１６号処分取消等

請求控訴事件）及び東京地⽅裁判所平成２６年３⽉１３⽇判決（平成２５年（⾏ウ）第３７２

号処分取消等請求事件）参照）。これに対して、上記の場合において、ＢとＣの間でＣが単独

でＡの遺産を取得する旨のＡの遺産の分割の協議が⾏われた後にＢが死亡したときは、遺産の

分割の協議は要式⾏為ではないことから、Ｂの⽣前にＢとＣの間で遺産分割協議書が作成され

ていなくとも当該協議は有効であり、また、Ｃは当該協議の内容を証明することができる唯⼀

の相続⼈であるから、当該協議の内容を明記してＣがＢの死後に作成した遺産分割協議証明書

（別紙）は、登記原因証明情報としての適格性を有し、これがＣの印鑑証明書とともに提供さ



れたときは、相続による所有権の移転の登記の申請に係る登記をすることができると考えます

が、当該遺産分割協議証明書については、登記権利者であるＣ⼀⼈による証明であるから、相

続を証する情報（不動産登記令（平成１６年政令第３７９号）別表の２２の項添付情報欄）と

しての適格性を⽋いているとの意⾒もあり、当該申請に係る登記の可否について、いささか疑

義がありますので照会します。 

 
 

照会の別紙（書式⾒本） 

遺産分割協議証明書 

 

 平成２０年１１⽉１２⽇○○県○○市○○区○○町○丁⽬○番○号Ａの死亡によって開始

した相続における共同相続⼈Ｂ及びＣが平成２３年５⽉１０⽇に⾏った遺産分割協議の結果、

○○県○○市○○区○○町○丁⽬○番○号Ｃが被相続⼈の遺産に属する後記物件を単独取得

したことを証明する。 

 

 平成２７年１⽉１⽇       相続⼈兼相続⼈Ｂの相続⼈ 

                ○○県○○市○○区○○町○丁⽬○番○号 

                     Ｃ                ㊞ 

 不動産の表⽰（略） 

 
 
 

【回答】別紙⼄ 

                               法務省⺠⼆第１５３号 

                               平成２８年３⽉２⽇ 

⼤阪法務局⺠事⾏政部⻑ 殿 

 

                           法務省⺠事局⺠事第⼆課⻑ 

 

遺産分割の協議後に他の相続⼈が死亡して当該協議の証明者が⼀⼈となった場合の 

相続による所有権の移転の登記の可否について（回答） 

 

 本年２⽉８⽇付け不登第２１号をもって照会のありました標記の件については、貴⾒のとお

り取り扱われて差し⽀えありません。 

 
 
 
 
 
 

平成２８年３⽉４⽇ 司法書⼠武⽥事務所／京都 


